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住宅用火災警報器設置状況調査の結果について 

 

乙訓消防組合消防本部 

 

 令和４年４月１日から４月３０日までの間、向日市、長岡京市及び大山崎町

（以下「二市一町」という。）から無作為に抽出した世帯を対象に、消防法及び

乙訓消防組合火災予防条例（以下「条例」という。）により設置が義務付けられ

ている住宅用火災警報器（以下「住警器」という。）の設置状況について、調査

を実施しました。 

 

１ 設置率について 

  今回の調査では、二市一町全体の設置率（※１）は 80.8％となり、市町別

では、向日市が 82.5％、長岡京市が 77.5％、大山崎町が 83.8％となりました。 

また、二市一町全体の条例適合率（※２）は 51.0％、市町別では、向日市が

53.1％、長岡京市が 46.9％、大山崎町が 55.0％となりました。（表１参照） 

 

表 1 二市一町住宅用火災警報器設置状況 

 

 

※１ 設置率とは、条例で義務付けられている設置箇所すべてに設置されている世帯（全部設置

世帯という。）と、条例で義務付けられている設置箇所のいずれか一箇所以上に、住警器を

設置している世帯（一部設置世帯という。）の合計数が調査世帯数に占める割合をいう。 

※２ 条例適合率とは、全部設置世帯数が調査世帯数に占める割合をいう。 
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２ 設置が必要な場所ごとの設置状況 

  住宅用火災警報器は、基本的に寝室、階段及び台所に設置が必要です。

（条例の規定により一部の場合は設置が必要でない場合があります。また、

一部の場合においては【廊下】に設置が必要なこともあります。） 

住警器の設置場所の傾向として、台所の設置率が高い一方で、寝室・階段

に対する設置率が低い傾向となりました。(表２参照) 

 

表２ 設置が必要な場所別の設置状況 

 

 

３ 未設置世帯及び一部設置世帯における住警器の設置がない理由についての

アンケート結果 

未設置世帯及び一部設置世帯には、設置されていない理由又は設置されて

いない部分がある理由について、アンケートをしました。未設置世帯の理由

で一番回答が多かったのは【設置の義務化を知らなかった】でした。（表３

参照） 

表３ 未設置世帯の理由  
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  一部設置世帯からの回答については、【未設置場所に設置が必要と知らな

かった】が最も多い結果となりました。その他にも、住警器の効果について

疑問を持たれていることに関わる回答がありました。（表４参照） 

 

表４ 一部設置世帯の理由  

 

 

４ 以前の調査との比較 

  前年度の調査では、二市一町全体の設置率は 83.4%でしたが、今年度の調

査では、80.8％となりました。また、条例適合率については、前年度調査で

は 52.8％でしたが、今年度調査では 51.0％でした。過去の漸増傾向から、

今年度については微減となりました。 

 

５ 今後の方針 

  今回の調査では、前回の調査と比較して、設置率は 2.6%、条例適合率は

1.8％の微減となりました。また、京都府全体の設置率 89.4％、条例適合率

76.1％と比較すると、低い水準です。 

この原因をアンケート結果から検討すると、未設置世帯の理由として【義

務化を知らなかった】が理由の７割近くを占めており、条例制定から１０年

以上経過してなお、設置義務を知らない方がおられる現状があります。 

これまでも、乙訓消防組合では、管内の全戸訪問を含めて様々な啓発施策

を行ってきましたが、より一層の周知のための工夫が必要であると考えてい

ます。コロナ禍の状況において、対面規制の重要性が問われている昨今、広

報施策の拡充は困難なものとなっていますが、新しい施策の検討をしている

ところです。 

また、一部設置世帯では、【未設置場所に設置が必要と知らなかった】と
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の回答が多く見られたことから、条例で設置が必要と定められている場所の

周知が不十分であることが、設置が進まない一因であると考えられます。 

  これについてさらに検討すると、設置が必要な場所【寝室・階段・台所】

のうち、寝室・階段は台所という火を使う場所に比べて、「なぜ必要か」と

いうイメージがとらえにくいことが根源としてあると思われます。 

階段については、煙が階段を通じて上階へ広がり、階段に設置することで

上階の部屋に煙が充満する前に早期避難を促すことができる重要な場所で

す。寝室についても、住宅火災の死者の多くは逃げ遅れによるものであり、

中でも就寝中の死者が多く発生していることから少しでも逃げ遅れを防ぐた

めに重要な場所です。これらのことを一般の方にわかりやすく周知する必要

があります。 

その他にも、調査を行う中で、未設置の回答を得た世帯から、直接職員に

取付け支援の依頼があり、全部設置に至った例もあります。今後、取付け支

援事業の拡大の検討やさらなる周知を計っていくことも必要です。 

乙訓消防組合としては、調査結果を踏まえ、あらゆる機会を通じ、改めて

設置推進の広報を実施すると共に、住宅防火防災対策の一環として、消火器

の設置及び防炎製品の普及推進と合わせて、総合的に設置推進を図っていく

ものとします。 

また、住警器の設置義務から１０年以上が経過し、すでに設置されている

住警器の電池切れや電子部品の劣化による故障が増えるものと予測されま

す。住宅火災による死者数を減少させるためにも、機器の手入れ及び交換等

の維持管理の広報を実施していくものとします。具体的な施策は以下のとお

りです。 

 

⑴  各種イベント、ラジオ、自治会等での消防訓練での設置推進及び維持管

理広報を図るものとする。 

⑵  予防運動等で消防署が実施する街頭広報や住宅防火訪問において、住宅

用火災警報器の重要性をわかりやすく説明することで設置・維持の啓発を図

る。 

⑶  高齢者世帯及び障害者世帯における住宅用火災警報器の取付け支援事業

の拡充を検討するとともに、広報紙、ホームページ及び各種イベントでの啓

発を実施する。 

⑷  広報紙及びホームページ等の広報媒体で、住警器が奏功した事例をお知

らせするなど、設置推進及び維持管理広報を図る。 

⑸  設置が必要な場所（寝室、台所、階段及び廊下）に確実に設置されるよ

う、具体的な設置例を示した広報により、改めて周知徹底を図る。 

 


